
 

芸術文化活動支援助成金募集の御案内 

１ 趣旨 

公益財団法人鹿児島県文化振興財団は，芸術文化の振興に資することを目的として，県内の芸術文化団体が

行う自主的かつ創造性豊かな音楽・舞踊・演劇・美術・文芸その他の文化活動に対し，支援を行います。 

 

２ 支援の対象となる団体【⑴～⑸全てを満たす団体】 

 ⑴ 県内に住所又は活動の拠点を有し，その分野の県域的団体であること。 

 ⑵ 一定の規約を有し，かつ，代表者が明らかであること。 

 ⑶ 明確な会計経理を実施していること又は実施できると認められること。 

 ⑷ 県内での一定の活動実績があり，かつ当該年度内に事業が完遂できると認められること。 

⑸ その他理事長が本県の文化活動の振興に寄与すると特に認める団体。ただし前項の規定にかかわらず，

国及び地方公共団体やこれに準ずる団体，営利団体，政治団体，宗教団体等は対象外とします。 

 

３ 支援の対象となる事業 

⑴  県内の広域的な芸術文化団体が行う，次のような事業を対象とします。（①～⑤のいずれかに該当する団体） 

  ① 長期にわたり継続して実施され，かつ，自主企画により実施される芸術文化事業（公演・展示） 

   ② 芸術文化団体の活動の成果を発表する事業 

   ③ 本県の伝統芸能の普及促進に資する事業 

   ④ 子どもたちのための芸術文化活動の促進に資する事業 

  ⑤ 芸術文化の普及啓発に資する事業 

⑵ 財団が助成金を交付する対象事業は，前項に規定する支援対象事業のうち，助成金対象経費の総額から

国，地方公共団体及びその他の団体からの補助金，助成金若しくは寄附金等又は事業実施に伴う入場料等

の収入に相当する額を控除したものに 2分の 1を乗じて得た金額が 5万円以上となるものとします。 

⑶ 前項の規定にかかわらず，財団が当初，助成対象事業として認めたものについては，事業実施後に提出

される収支決算書をもとに算出された助成額が 5 万円未満となった場合においても助成金対象事業としま

す。 

  

４ 助成額 

助成対象経費の総額から国，地方公共団体及びその他の団体からの補助金，助成金若しくは寄附金等又は

事業実施に伴う入場料等の収入に相当する額を控除したものに 2 分の 1 を乗じて得た金額の範囲内で，財団

の定める額。ただし，1団体当たり上限 150万円とします。（1千円未満は切り捨てるものとします。） 

  

５ 申請方法 

  手引きを参照の上，申請してください。第 1～第 4 号様式を提出していただいた後，財団で書類を審査し，

助成対象団体として決定します。 

  御不明な点がございましたら，下記までお問い合わせください。 

 
【お問い合わせ先】                        

公益財団法人鹿児島県文化振興財団 

宝山ホール（鹿児島県文化センター） 

担当：企画事業課 川原    

〒892-0816  鹿児島市山下町 5番 3号  

TEL 099-223-4221 FAX 099-223-2503 



財団事務局 

芸術文化活動支援助成金交付要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，公益財団法人鹿児島県文化振興財団（以下「財団」という。）が，鹿児島県

内の幅広い文化活動の振興を図るため，県内の芸術文化団体が行う文化活動に対し，予算の範囲

内で支援助成を行うものとし，その助成金の交付に関して，必要な事項を定める。 

 

（対象団体） 

第２条 この助成金の支援対象は，次の各号に掲げる要件を満たす団体とする。 

 ⑴ 県内に住所又は活動の拠点を有し，その分野の県域的団体であること。 

 ⑵ 一定の規約を有し，かつ，代表者が明らかであること。 

 ⑶ 明確な会計経理を実施していること又は実施できると認められること。 

 ⑷ 県内での一定の活動実績があり，かつ当該年度内に事業が完遂できると認められること。 

 ⑸ その他理事長が本県の文化活動の振興に寄与すると特に認める団体 

２ 前項の規定にかかわらず，国及び地方公共団体やこれに準ずる団体，営利団体，政治団体，宗

教団体等は対象外とする。 

 

（対象事業） 

第３条 支援対象となる事業は，次のとおりとする。【⑴～⑸のいずれかに該当することとする。】 

⑴ 長期にわたり継続して実施され，かつ，自主企画により実施される芸術文化事業（公演・展

示） 

 ⑵ 芸術文化団体の活動の成果を発表する事業 

 ⑶ 本県の伝統芸能の普及促進に資する事業 

 ⑷ 子ども達のための芸術文化活動の促進に資する事業 

 ⑸ 芸術文化の普及啓発に資する事業 

２ 財団が助成金を交付する対象事業は，前項に規定する支援対象事業のうち，助成金対象経費の

総額から国，地方公共団体及びその他の団体からの補助金，助成金若しくは寄附金等又は事業実

施に伴う入場料等の収入に相当する額を控除したものに 2分の 1を乗じて得た金額が 5万円以上

となるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，財団が当初，助成対象事業として認めたものについては，事業実施

後に提出される収支決算書をもとに算出された助成額が 5万円未満となった場合においても助成

金対象事業とする。 

 

（対象経費及び助成額） 

第４条 助成金の交付対象経費及びこれに対する助成額は，次のとおりとする。 

助 成 対 象 経 費 助  成  額 

■ 詳細は別紙「経費区分一覧表」を参照 

出演費，音楽費，文芸費，舞台費 

設営費，会場費，運搬費，旅費，謝金 

通信費，宣伝費，印刷費，記録費 

賞品費，食費，消耗品費，諸経費 

委託費，その他 

助成額の上限を 150万円とする。（1千円未満は

切り捨てる） 

 

 

（助成金の交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者は，芸術文化活動支援助成金交付申請書(別記第１号様



式)に次に掲げる書類を添えて，別に定める日までに理事長に提出しなければならない。 

 ⑴ 事業計画書（別記第２号様式） 

 ⑵ 収支予算書（別記第３号様式） 

 ⑶ 組織表（別記第４号様式） 

 ⑷ その他理事長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず，助成金の交付を受けようとする者のうち，第２条第１項第５号に該

当する者の手続き等については，これを別途定める。 

 

（助成金の交付の決定及び通知） 

第６条 理事長は，前条の申請を受け取ったときは，これを審査し，適当であると認めたときは，

助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）とする旨の決定をするものとする。

この場合において，理事長は，必要と認めるときは，条件を付することができる。 

２ 理事長は，前項の決定をしようとするときは，必要に応じ芸術文化活動支援助成金選考委員会

の意見を聞くものとする。 

３ 理事長は，第１項の決定をしたときは，芸術文化活動支援助成金交付対象事業決定通知書（別

記第５号様式）により助成金の交付の申請をした者に対し，その旨を通知するものとする。助成対

象事業としない旨の決定をしたときも，同様とする。 

 

（変更の承認） 

第７条 助成対象事業を実施する者（以下「助成対象事業者」という。）は，助成対象事業の実施

について重要な変更をしようとするときは，あらかじめ事業変更承認申請書（別記第６号様式）

に変更事業計画書（別記第７号様式）及び変更収支予算書（別記第８号様式）を添えて理事長に

提出し，その承認を受けなければならない。 

２ 前項に規定する助成対象事業の実施についての重要な変更は次のとおりとする。 

 ⑴ 助成対象経費の総額で30％を超える増減 

 ⑵ 助成事業実施期日の30日以上の変更 

３ 理事長は，第１項の承認をしたときは，芸術文化活動支援助成金交付対象事業変更承認通知書

（別記第９号様式）により申請をした者に対し，その旨を通知するものとする。 

 

（助成対象事業の中止の承認） 

第８条 助成対象事業者は，助成対象事業を中止する場合においては，あらかじめ事業中止届出書

（別記第１０号様式）を理事長に提出し，その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は，前項の承認をしたときは，芸術文化活動支援助成金交付対象事業中止承認通知書（別

記第１１号様式）により通知するものとする。 

 

（交付申請の取下げの承認） 

第９条 助成対象事業者は，自己都合により助成金交付の申請を取り下げる場合は，助成金交付申

請取下書（別記第１２号様式）を理事長に提出し，その承認を受けなければならない。 

２ 理事長は，交付申請の取り下げを承認したときは，芸術文化活動支援助成金交付申請取下承認

通知書（別記第１３号様式）により通知するものとする。 

 

（財団助成事業の表示） 

第10条 助成対象事業者は，事業実施会場の看板及び事業実施に際して作成する印刷物に，必ず財

団の助成事業であることがわかるような表示をするものとする。 

 



 

（実績報告） 

第11条 助成対象事業者は，助成対象事業の完了した日から起算して30日以内に，助成事業実績報

告書（別記第１４号様式）に次に掲げる書類を添えて，理事長に提出しなければならない。 

 ⑴ 事業実績書（別記第１５号様式） 

 ⑵ 収支決算書（別記第１６号様式） 

⑶ 支出帳簿（別記第１７号様式①②） 

 ⑷ 収入帳簿（別記第１８号様式） 

⑸ 助成対象経費の領収書等支出証拠書類 

 ⑹ その他理事長が必要と認める書類 

 

（助成金の額の確定） 

第12条 理事長は，前条に規定する報告書を受け取ったときは，これを審査し，適当であると認め

たときは，交付すべき助成金の額を内示額の範囲内で確定し，助成金交付額確定通知書（別記第

１９号様式）により助成対象事業者に対しその旨を通知するものとする。 

 

（助成金の請求） 

第13条 助成対象事業者は，前項に規定する通知を受けたときは，助成金交付請求書（別記第２０

号様式）を理事長に提出するものとする。 

 

（助成金の交付） 

第14条 理事長は，前条に規定する請求書を受け取ったときは，30日以内に助成対象事業者に対し

助成金を交付するものとする。 

 

（概算払） 

第15条 理事長は，前３条の規定にかかわらず，第６条の規定による助成対象事業とする旨の決定

後において，当該助成対象事業の実施上必要と認めるときは，助成金の一部又は全部を概算払す

ることができる。 

２ 概算払を必要とする助成対象事業者は，概算払申請書（別記第２１号様式）を理事長に提出し，

その承認を得なければならない。 

３ 理事長は前項の承認をしたときは，芸術文化活動支援助成金概算払承認通知書（別記第２２号

様式）により，その旨通知するものとする。 

 

（報告及び調査） 

第16条 理事長は，助成対象事業の実施に関して，必要に応じて報告を求め，調査を行うことがで

きる。 

 

（決定の取消し等） 

第17条 理事長は，助成対象事業者が次の各号の一に該当すると認めるときは，助成金の交付決定

の一部若しくは全部を取り消し，又はその決定の内容若しくはこれに付した条件を変更すること

ができる。 

 ⑴ 助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

 ⑵ 不正の手段により助成金の交付の決定を受け，又は助成金の交付を受けたとき。 

 ⑶ 助成金を助成対象事業以外の用途に使用したとき。 

 ⑷ 助成対象事業を実施せず，実施しようとする意思が認められないとき。 



 ⑸ 助成対象事業を完了する見込がなくなったとき。 

 ⑹ 助成対象事業の施行において著しく社会的妥当性を欠く行為があったと認められるとき。 

 ⑺ その他この要綱の定めに違反したとき。 

 

（助成金の返還） 

第18条 理事長は，助成金の交付の決定を取り消した場合において，助成対象事業の当該取消しに

かかる部分に関し，既に助成金が交付されているときは，期限を定めてその返還を求めることが

できる。 

２ 理事長は，助成対象事業を中止することとなった場合において，既に助成金が交付されている

ときは，期限を定めてその返還を求めることができる。 

３ 理事長は，助成対象事業者に交付すべき助成金の額を確定した場合において，既にその額を超

える助成金が交付されているときは，期限を定めてその返還を求めることができる。 

 

（関係書類の保管） 

第19条 助成対象事業者は，助成対象事業に係る収入支出の帳簿及び証拠書類を整備し，助成対象

事業の終了年度の翌年度から起算して３年間保管しなければならない。 

 

（雑則） 

第20条 この要綱の施行に関し必要な事項は，理事長が別に定める。 

 

 

 

附 則 

 この要綱は，平成６年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成８年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成10年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成13年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成15年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成18年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成19年４月１日から施行する。 

 この要綱は，平成24年４月１日から施行する。 

この要綱は，平成29年４月１日から施行する。 

この要綱は，平成31年４月１日から施行する。 

この要綱は，令和２年１月 28日から施行する。 

この要綱は，令和２年 12月 8 日から施行する。 

この要綱は，令和３年１月 17日から施行する。 

この要綱は，令和６年 11月 29日から施行する。 

 

 



 

 

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊  

芸術文化活動支援助成金の手引き  

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊  
 

１ 目的  

  県内の芸術文化団体が行う自主的かつ創造性豊かな音楽・舞踊・演劇・ 
 美術・文芸その他の文化活動に対して支援し，芸術文化の振興に資するこ  

 とを目的とする。  

 
２ 対象となる団体  

  助成金の支援対象は，次の条件を満たす団体とする。  

 ⑴ 鹿児島県内に住所または活動の拠点を有し，その分野の県域的団体で  
  あること。  

 ⑵ 一定の規約を有し，かつ，代表者が明らかであること。  

 ⑶ 明確な会計経理を実施していること又は実施できると認められること。 
⑷ 鹿児島県内での活動実績が満３年以上あり，助成を受けた年度内にお  

  いて事業を完遂できると認められること。  

 ⑸ その他理事長が本県の文化活動の振興に寄与すると特に認める団体。 
  ただし，国・地方公共団体及びこれに準ずる団体，営利団体，政治団体，  

  宗教団体等は対象外とする。  

 
３ 対象となる事業  

 ⑴ 上記の団体が，原則として県内全域を対象として実施する，次に掲げ
る事業。  

  ① 長期にわたり継続して実施され，かつ，自主企画により実施される  
芸術文化事業（公演・展示）  

    創作活動に取り組むもの，芸術等の鑑賞機会を提供するもの等で，
県民の文化活動の発展に寄与すると認められるもの。  

  ② 芸術文化団体の活動の成果を発表する事業  

    芸術文化活動の成果発表のための展示会，演奏会等で次の項目のい
ずれかに該当するもの。  

   ア 広い地域から県民自ら積極的に参加できる事業で，県民の文化活 
動の発展に寄与すると認められるもの。  

   イ 全国大会，九州大会，その他県域をこえる大規模な催しで，鹿児  
島県内で開催されるもの。  

   ウ １０年程度を単位とする周年記念事業に際し，県民に広く受け入 
れられるよう構築されたもの。  

  ③ 本県の伝統芸能の普及促進に資する事業  

    広域的な伝統芸能の普及・促進に寄与すると認められるもの。  
  ④ 子どもたちのための芸術文化活動の促進に資する事業  

    児童生徒を対象に実施される芸術文化活動で，豊かな情操の涵養に
寄与すると認められるもの（舞台芸術鑑賞機会の提供，ワークショッ
プの開催等）。  

  ⑤ 芸術文化の普及啓発に資する事業  

    県内で行われる文化活動指導者等の研修会・講習会やワークショッ
プの開催等，芸術文化活動の普及・啓発に寄与すると認められるもの
（県民自らが積極的に参加可能なもの，県内全域から参加可能なもの，
県域を越える大規模なもの等）。  

    また，文芸作品集等の発刊で，次の項目のいずれかに該当するもの
も含む（ただし，会員誌や同人誌等一般県民を対象としていないもの



 

 

は除く。）。  

   ア 県内全域からの投稿を求め，編集・刊行するもので，発行物が一
般に頒布され，県民の文化活動の発展に寄与すると認められるもの。 

   イ １０年程度を単位とする周年記念事業で，発行物が一般に頒布さ
れるもの。  

⑵ 財団が助成金を交付する対象事業は，前項に規定する支援対象事業の
うち，助成金対象経費の総額から国，地方公共団体及びその他の団体か
らの補助金，助成金若しくは寄附金等又は事業実施に伴う入場料等の収
入に相当する額を控除したものに 2 分の 1 を乗じて得た金額が 5 万円以
上となるものとする。 

⑶ 前項の規定にかかわらず，財団が当初，助成対象事業として認めたも
のについては，事業実施後に提出される収支決算書をもとに算出された
助成額が 5 万円未満となった場合においても助成金対象事業とする。 

  

  なお，上記事業に関し，次の項目のいずれかに該当する場合は対象外と  
 する。  

 ・ 専ら営利を目的とするもの。  

 ・ 特定の政治団体，宗教団体，営利団体等の宣伝を目的とするもの。  
 ・ 自己負担を伴わずに実施されるもの。  

 ・ 当該事業の実施に必要な経費を確実に調達できる見込みがないとき。 

 ・ 主として学校のクラブ活動その他学校教育に関する事業であるとき。 
 

４ 対象経費  

  助成対象となる経費は別紙「経費区分一覧表」のとおり。  
   

５ 助成額  

  助成対象経費の総額から国，地方公共団体及びその他の団体からの補助
金，助成金若しくは寄附金等又は事業実施に伴う入場料等の収入に相当す
る額を控除したものに 2 分の 1 を乗じて得た金額の範囲内で，財団の定め
る額。  
ただし，1 団体当たり上限 150 万円とする。（1 千円未満は切り捨てる

ものとする。）  
 
６ 助成事業の表示  

  助成事業者は，事業実施会場の看板及び事業実施に際して作成する印刷  

 物に，「公益財団法人鹿児島県文化振興財団」が助成している旨を表示す  
 ること。（交付要綱第１０条）また，財団のシンボルマークも併せて表示
すること。  

  なお，表示を使った印刷物等は，事業完了後に提出する「実績報告書」 
 に添付すること。  

 

７ 手続きの流れ  
  交付申請書等を提出し，事務局の審査を受けて必要と認められた場合は，
助成事業として採択される。書類の流れ図は別紙の「具体的な助成金交付
までの流れ」のとおり。  



＜具体的な助成金交付までの流れ＞ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請団体 鹿児島県文化振興財団 

⑦ 交付請求書の提出  

交付請求書（第２０号様式） ※必要に応じて委任

状 

申請を取り下げる場合 

交付申請取下書（第１２号様式）提出 

①  交付希望申請書の提出  

・交付申請書（別記第１号様式） 

・事業計画書（第２号様式） 

・収支予算書（第３号様式） 

・組織表（第４号様式） 

・その他理事長が必要と認める書類 

   

その他理事長が必要と認める書類 

 

 

 

概算払いを希望する場合 ※決定通知以降 

概算払申請書（第２１号様式） 提出 

請求書（第２０号様式）提出※必要に応じ委任状 

 

事業変更の場合 

事業変更承認申請書 提出 

・事業変更承認申請書（第６号様式） 

・変更事業計画書（第７号様式） 

・変更収支予算書（第８号様式） 

事業中止の場合 

事業中止届出書（第１０号様式） 提出 

 

④ 事業実施 

 

⑤ 事業実績報告書等の提出  ※事業実施後 30日以内 

・事業実績報告書（第１４号様式） 

・事業実績書（第１５号様式） 

・収支決算書（第１６号様式） 

・支出帳簿（第１７号様式①②） 

・収入帳簿（第１８号様式） 

・領収書等支出証拠書類 

 

⑧ 助成金の交付（支払い）  

 

⑥ 審査・確定  

交付額確定通知 送付 

交付額確定通知書（第１９号様式） 

 

承認通知書 送付 

・事業変更承認通知書（第９号様式） 

・事業中止承認通知書（第２１号様式） 

 

助成金の交付（概算払い） 

 

助成交付希望取下げ承認通知書 

（第１３号様式） 

 

② 審査（助成の必要性を審査 

③ 交付決定通知書 送付  

・交付対象事業決定通知書（第５号様式

①） 

・要綱・手引き・各様式 

・シンボルマーク案内 

※ 不採択の団体へは不採択通知を送付（第

５号様式②） 



大科目 中科目

出演費

音楽費

文芸費

舞台費

設営費

会場費

運搬費

旅費

謝金

通信費

宣伝費

印刷費

記録費

賞品費

食費

消耗品

諸経費

委託費

のみ），託児サービス委託，展示作業委託，看板業務委託，
特定の業務を他の者に委託する際の経費（ただし，その内訳は対象経費区分に該当する経費に限る※事業全体の委その他（詳細を記入してください。）

上記の経費に該当しない場合でも，本県の幅広い文化活動の振興上とくに必要と認
められる経費については，補助対象とする場合がある。
◆対象外経費は次ページを参照ください。

舞台演出や当該事業で必要な飲食品，

その他（詳細を記入してください。）

消耗品（事業に直接関するもの），

その他（詳細を記入してください。）

事務機リース料（当該事業に係る臨時の設置に係る費用に限る），

照明・展示作業等に係る委託料，会場設営委託，写真・録画撮影委託（活動記録

録画費（当該活動記録のみ），録音費（当該活動記録のみ），

写真費（当該活動記録のみ），その他（詳細を記入してください。）

賞品代（会員外），賞金（会員外），表彰用の盾・額縁・賞状用紙（会員外），

その他（詳細を記入してください。）

会員外の弁当代（講師・出演者等），

舞
台
・
設
営
・
会
場
・
運
搬
費

大道具費，小道具費（購入・レンタル），衣裳費（レンタル），かつら・床山費，

化粧・メイク費，小道具（ビニール袋，お茶パック，紙コップ，ラップ），照明

費，音響費，字幕費，舞台スタッフ料，機材借料，舞台美術費，

その他（詳細を記入してください。）

案内状送付料，電話代（当該事業のための臨時の設置に係る費用に限る），

その他（詳細を記入してください。）

広告宣伝費（新聞，雑誌，駅貼り等），入場券等販売手数料，立看板費，

旅
費
・
謝
金
・
通
信
費
・
宣
伝
費
・
印
刷
費
等

会員外の旅費（指揮者・審査員・講師・スタッフ等），

会員外の宿泊費（指揮者・審査員・講師・スタッフ等），
有料道路・高速料金（ガソリン※1ｋｍ20 円として計上。移動距離を備考欄に補記してください。），地方巡回の旅費，その他（詳細を記入してください。）

編集謝金，原稿執筆謝金，揮毫・筆耕代金，翻訳謝金，託児謝金，

会議費，振込手数料，その他（詳細を記入してください。）

入場券印刷費（デザイン料含む），チラシ印刷費（デザイン料含む），

ポスター印刷費（デザイン料含む），デジカメプリント（展示場内紹介パネル），

その他（詳細を記入してください。）

講師謝金，審査員謝金，実技指導者謝金（当該事業の稽古時），

ピアノ伴奏謝金（当該事業の稽古時），通訳料，会場整理員等賃金，

その他（詳細を記入してください。）

芸術文化活動支援助成金    経費区分一覧表
【対象内経費】

委
託
費

出
演
・
音
楽

・
文
芸
費

指揮料，演奏・伴奏料，ソリスト料，合唱料，舞踏家・俳優等出演料，後見・司会料，その他（詳細を記入してください。）

作曲料，編曲料，作詞・訳詞料，音楽制作料，音楽編曲料，副指揮料，コレペティ料，Ｑ出し料，調律料，楽器借料，写
譜料，楽譜制作料，

その他（詳細を記入してください。）

演出料，監修料，振付料，舞台監督料，演出等助手料，著作権使用料，脚本料，翻訳料，企画制作料，原稿料，原作
料，
その他（詳細を記入してください。）

会場設営・撤去費，

その他（詳細を記入してください。）

会場使用料・器具使用料（練習・リハーサル・本番），

作品・器具等の運搬費，楽器運搬費，

その他（詳細を記入してください。）

小科目

その他（詳細を記入してください。）

プログラム印刷費（デザイン料含む），台本印刷費，コピー代，



【対象外経費】

【留意点】

長期雇用・事務職員の人件費，会員への謝金，
航空・列車・船舶運賃の特別料金（ファーストクラス，グリーン料金など），ビザ取得経費，
会員への旅費，
事務所維持費（生活雑貨，医薬品，光熱水費・電話代等含む），
事務機器・什器・その他（活動後，団体または個人の所有物となるもの）購入費，備品購入費，楽器・楽譜購入費，衣裳購
入費，クリーニング代
電話代（一般通話料），ホームページ運用費，取材に係る費用，
役員会等事務局運営に要する経費，役員会・総会等の会場使用料，
表彰式レセプション費用，懇親会・打ち上げ費，
交際費，接待費，
飲食に係る経費（但し，舞台演出や当該事業で使用する場合は認められる），宿泊代の中の食事，
茶菓子代，
会員への弁当代，
両替手数料，印紙代，お礼状送付代，土産代，花束代，記念品，
会員への賞金・賞品・表彰用の盾・額縁，
消耗品（直接事業に関係のないもの…封筒，のし袋，色紙，インデックス，領収書，補充インク，ペン，筆ペン，のり，接着
剤，テープ，送付用ラベル，ファイル，スクラップブック，Ａ４用紙，ロール紙，ＣＤ－Ｒ録音用，プリンターインク，芳名録，ほ
か）
催事保険料，予備費，
その他

人件費は，当該事業に直接従事する者の作業時間に対する人件費。当該事業を実施するために臨
時的に雇用する補助員（アルバイトなど）に係る経費。長期雇用，事務局職員の人件費は除く。

当該事業における企画・製作等に係るスタッフの給与や人件費については、事務職員の給与や事務所維持費等のような
管理的経費ではなく、助成対象事業における企画・製作に直接かかわるスタ
ッフ人件費を対象とする。

機器等については，当該事業期間内でリースまたはレンタルするものは対象内。購入の場合は対象外。

当該事業内容に照らして当然備えているべき機器・備品等（机椅子書棚等の什器，事務機器等）の購入は対象外。

事務打合せに係る経費は、補助対象事業への企画制作に係る旅費であることが確認できる場合に限り計上できます。

消耗品費は，当該事業を行うために必要な物品に限る。１年以上継続して使用できるような備品は対象外。

補助事業に直接かかわらない定期的な練習に係る稽古場の借料は対象外。

委託料は，事業全体の委託は認められない。

ガソリン代は，県の規定により 1ｋｍにつき 20 円とし，距離に応じて領収書及び帳簿に補記してください。

旅費は，タクシー代・バス借り上げ費を計上する場合は帳簿備考欄に理由を御記載ください。理由に正当性がない場合は
補助対象経費と認めない場合があります。

旅費は，経済的かつ合理的な経路及び方法によるものに限ります。

宿泊費（１名の宿泊）は一般的に言うビジネスホテルのシングルルームでの宿泊料金を補助対象
とします。




